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人材の還流とケーパビリティ 

青山 竜文

      

先般、弊研究所より「ライフサイエンス・エコシス

テムの形成と進化―社会実装プロセスと人材開発―」

（経済経営研究46-1）というレポートを上梓した（研

究所ＨＰに掲載）。そこでは幾つかのテーマを扱って

いるが、そのうちの一つがサブタイトルにある社会実

装であり、これを適切に行う仕組みをベルギーなどの

事例をモチーフにしながら検討している。 

このレポート作成時に様々な方へインタビューを

実施したが、発表後もその内容につき外部の方と議論

をさせて頂く機会が多々ある。 

今回はその中で、ある海外の方（その方はライフサ

イエンスの専門家ではない）からコメントを頂いた点

につき深掘りしたい。それは自分が結論的に置いた、

役割分担を示す図表に関するものである。その図表で

は、アカデミアにおける研究から製品としての上市に

向けてイノベーションが受け継がれていく流れに対

して「逆方向」の矢印をつけた。その矢印は「人材の

還流」を意味するのだが、「この矢印の方向性こそ大事

なことだと思う」というのがその方のコメントであっ

た。 

 

製品としての上市を担うのは基本的には製薬や医

療機器に関するメーカーである。こうした企業がスタ

ートアップとの協業、もしくは買収などを行う場合、

企業内の事業開発を担う部署の方々がコミュニケー

ションを図っていく。彼らの頭の中では、そのイノベ

ーションを上市した際に、どのような患者を対象に、

どのような規模感で製造や流通を行うか、それに掛け

得るコストや自社などの体制など様々なことが検討

されていく。 

ではこうした事業開発部門にスタートアップを繋

ぐのは誰であろうか。それは勿論スタートアップ自身

の動きではあるのだが、同時にベンチャーキャピタル

（ＶＣ）やアクセラレーターなどが支援に関わってく

ることとなる。当然ベンチャーキャピタルは自身のフ

ァンディングとの兼ね合いがあるので時間的制約が

ある。一定期間内でその案件の成長を促し、出口（ラ

イフサイエンスでの主たる出口はグローバルにはＭ

＆Ａだが、公開市場に上場していくこともある）に向

けた取り組みを実施していく。ある意味でタイトな時

間軸において、チーム作りを行い、適切な開発や出口

づくりを促していくわけである。 

こうしたＶＣなどの助けを得ながら、大学や研究機

関などのアカデミア領域において「研究開発を社会実

装に足るものにしていこう」と考えるのが、アカデミ

ア内の社会実装や技術移転のサポートを行う部門で

ある。この部門の作り付けが弱いことは今の日本にお

けるボトルネックの一つではあるが、それはさておき、

この部門は、研究者が研究を尖らせ、エビデンスを構

築するプロセスを見ながら、適切な組み手やスタート

アップの作り方をサジェストしていく必要がある。 

そして、こうした部門の助けも念頭に置きつつ、サ

イエンスをよりイノベーティブに、尖ったものにして

いく研究開発者が存在する。 

 

ここまで述べたように、出口までのプロセスの中で

は様々なプレイヤーが存在するが、各々の持ち場で当

然その職業に付随するキャリアパスが存在する。年代

を経るとともに組織内での役割は変っていき、マネジ

メントが主となる者、プレイヤーとして継続する者、

別の業務に従事する者など、に分かれていく。 

その分岐の過程で、例えば製品上市のプロセスをビ

ビッドに知る者がＶＣやスタートアップ、アカデミア

（内の技術移転人材）などに転身もしくは経験を伝え

ていくことや、研究者自身が技術移転の役割に回って

いくことなど、先の工程や前の工程を知る人材がプロ

セス内で還流していくことは、社会実装の蓋然性が高

いプロジェクトを作り上げていく上で重要である、と

各種インタビューの中でも実感した次第である。 

 

「ケーパビリティ」という言葉がある。直訳をすれ

ば能力だが、マネジメントの世界では比較優位性や専

門性もしくは組織としての強みなどといった意味で

捉えられている。人材の還流はこのケーパビリティを

組織の各々の持ち場で高めることにも繋がる。 

そうしたケーパビリティを各組織が持つことで、そ

の産業においてエコシステムが構築されたと初めて

言えるのだろう。そして、これはエコシステム内で従

事する人々にとっての「キャリアパスの多様化」にも

繋がるものと考える。 

私自身、各プレイヤーがケーパビリティの向上を実

現するには、どのような知見が授受されていくべきか

ということを次のレポートでは実践的に書いていき

たいと考えている。 
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